
平成２８年度６月補正予算案の概要

予算編成予算編成予算編成予算編成のののの考考考考ええええ方方方方

平成２８年度６月補正予算案は、

１ 地震の被災者に対する災害被災者住宅再建支援金及び災害見舞金
２ 農林業施設などの災害復旧費
３ 起業家の育成・創業支援の「場」の整備や「ひと・もの・しごと」づくりの支援を

行う、４『Ｂ』ｉ（フォービーアイ）地域産業イノベーション推進事業
その他、当初予算編成後の事由に対応するため、編成しました。

補正予算補正予算補正予算補正予算のののの規模規模規模規模

◆一般会計 339,200千円
（補正後の予算額48,189,000千円 当初予算比1.5％増）

◆特別会計 58,400千円
（補正後の予算額48,023,900千円 当初予算比0.3％増）
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平成28年度6月補正予算案内訳（単位：千円）

区 分
予 算 額 当初予算対比 前年度同期対比

補 正 前 補 正 額 補 正 後
当初予算額

伸び率
補正後予算額

伸び率
増 減 額 増 減 額

一 般 会 計 47,849,800 339,200 48,189,000
47,470,000 

1.5% 
46,378,000 

3.9% 
719,000 1,811,000

特 別 会 計 47,965,500 58,400 48,023,900
47,873,000 

0.3% 
51,371,300 

△6.5% 
150,900 △3,347,400 

合 計 95,815,300 397,600 96,212,900
95,343,000 

0.9% 
97,749,300 

△1.6% 
869,900 △1,536,400 
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会計名 補正前の額 補正額 補正後の額

一般会計 （※1）47,849,800 339,200 48,189,000

国民健康保険事業特別会計 （※2）18,394,000 - 18,394,000

競輪事業特別会計 14,044,000 58,400 14,102,400

公共用地先行取得事業特別会計 1,000 － 1,000

公共下水道事業特別会計 2,294,000 - 2,294,000

地方卸売市場事業特別会計 （※3）52,500 - 52,500

介護保険事業特別会計 11,636,000 - 11,636,000

後期高齢者医療特別会計 1,544,000 - 1,544,000

「－」は、今回補正がない会計です。
※1災害復旧に伴う経費（224,600千円）及び観光経済対策に伴う経費（155,200千円）を専決処分した後の額です。
※2繰上充用に伴う経費（80,000千円）を専決処分した後の額です。
※3災害復旧に伴う経費（12,500千円）を専決処分した後の額です。

当初予算額当初予算額当初予算額当初予算額
第第第第1次次次次専決専決専決専決（（（（5/13））））
災害災害災害災害復旧費復旧費復旧費復旧費※※※※1

第第第第2次専決次専決次専決次専決（（（（5/20））））
観光経済観光経済観光経済観光経済対策費対策費対策費対策費※※※※1

補正前補正前補正前補正前のののの額額額額

一般会計 47,470,000 224,600 155,200 47,849,800

当初予算額当初予算額当初予算額当初予算額
市場専決市場専決市場専決市場専決（（（（5/13））））
災害復旧費災害復旧費災害復旧費災害復旧費※※※※3

国保繰上充用国保繰上充用国保繰上充用国保繰上充用
専決専決専決専決（（（（5/27））））※※※※2

補正前補正前補正前補正前のののの額額額額

特別会計 47,873,000 12,500 80,000 47,965,500



款 補正前の額 補正額 補正後の額

1 市税 13,651,780 - 13,651,780 

2 地方譲与税 250,000 - 250,000 

3 利子割交付金 22,000 - 22,000 

4 配当割交付金 56,000 - 56,000 

5 株式等譲渡所得割交付金 42,000 - 42,000 

6 地方消費税交付金 2,400,000 - 2,400,000 

7 ゴルフ場利用税交付金 28,000 - 28,000 

8 自動車取得税交付金 36,000 - 36,000 

9 国有提供施設等所在
市町村助成交付金

13,872 - 13,872 

10 地方特例交付金 50,000 - 50,000 

11 地方交付税 8,990,000 - 8,990,000 

12 交通安全対策特別交付金 23,000 - 23,000 

13 分担金及び負担金 473,956 16,939   490,895 

14 使用料及び手数料 945,265 - 945,265 

15 国庫支出金 11,576,750 59,117 11,635,867 

16 県支出金 3,985,152 70,048 4,055,200 

17 財産収入 245,084 - 245,084 

18 寄附金 116,697 - 116,697 

19 繰入金 1,372,237 187,796 1,560,033 

20 繰越金 200,000 - 200,000 

21 諸収入 738,607 5,300 743,907 

22 市債 2,633,400 - 2,633,400 

計 47,849,800 339,200 48,189,000 

款 補正前の額 補正額 補正後の額

1 議会費 370,407 - 370,407

2 総務費 4,943,311 81,091 5,024,402

3 民生費 25,092,322 129,668 25,221,990

4 衛生費 2,822,979 - 2,822,979

5 労働費 43,792 - 43,792

6 農林水産業費 289,444 - 289,444

7 商工費 557,309 - 557,309

8 観光費 1,157,325 - 1,157,325

9 土木費 4,172,013 - 4,172,013

10 消防費 1,336,084 2,895 1,338,979

11 教育費 3,349,617 20,562 3,370,179

12 災害復旧費 213,610 104,984 318,594

13 公債費 3,401,585 - 3,401,585

14 諸支出金 2 - 2

15 予備費 100,000 - 100,000

計 47,849,800 339,200 48,189,000

平成28年度6月補正予算案一般会計款別内訳（単位：千円）
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「－」は、今回補正がない科目です。



平成28年度6月補正予算案 主な事業
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款 項 目 事業 事業名 予算額 説明 担当課

新規 02 01 07 1269
4『B』ｉ地域産業イノベーション推
進に要する経費

70,000
起業家の育成や創業を支援する「場」の整備や新たな
「ひと・もの・しごと」づくりの支援

DMO推進室

02020202 総務費総務費総務費総務費 70,00070,00070,00070,000 ※※※※主主主主なななな事業事業事業事業のののの款別集計款別集計款別集計款別集計ですですですです。。。。

03 02 03 1084 介護保険施設等整備費補助金 30,192
介護予防・生活支援拠点整備事業費及び開設準備支援
事業費補助金

高齢者福祉課

拡充 03 03 01 0293 児童健全育成に要する経費 4,726児童クラブ事業委託料（第2光の園子どもクラブの新設） 児童家庭課

新規 03 03 01 1128
子育て世帯住宅改修助成に要す
る経費

3,750三世代同居リフォーム支援事業費補助金 児童家庭課

03 03 02 0295 保育所入所に要する経費 25,200
保育所等における業務効率化推進事業費補助金
(保育業務支援システム導入及びカメラ設置経費)

児童家庭課

03 05 01 0309 災害救助に要する経費 65,800災害見舞金及び災害被災者住宅再建支援金 社会福祉課

03030303 民生費民生費民生費民生費 129,668129,668129,668129,668

新規 11 01 05 1267
スクールソーシャルワーカー活用
に要する経費

1,044スクールソーシャルワーカー活用事業 学校教育課

11
02
05

01
1241
1249

小学校の空調整備に要する経費
幼稚園の空調整備に要する経費

債務負担行為小学校・幼稚園の空調機器等借上料 教育総務課

新規 11 04 01 1268 閉校記念事業に要する経費 2,000別府商業高等学校閉校記念事業実行委員会補助金 別府商業高等学校

11 06 07 1009 文化財に要する経費 2,545
実相寺古墳群の国指定史跡の為の遺跡調査報告書作
成費及び文化財修復費補助金

生涯学習課

新規 11 06 07 1050 湯けむり景観保存に要する経費 11,577熊本地震により被災した湯の花小屋の復旧費 生涯学習課

11111111 教育費教育費教育費教育費 17,16617,16617,16617,166※※※※主主主主なななな事業事業事業事業のののの款別集計款別集計款別集計款別集計ですですですです。。。。

12 02 02 0699 災害復旧に要する経費 104,984熊本地震により被災した農林業施設等の復旧費 農林水産課

12121212 災害復旧費災害復旧費災害復旧費災害復旧費 104,984104,984104,984104,984

単位：千円



(款)02(項)01(目)07(事業)1269

4『B』ｉ地域産業イノベーション推進に要する経費 補正額 70,000千円
～地域価値と稼ぐ力の復興計画～
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起業家の育成や創業を支援する「場」の整備や日本を代表するセレクトショップである株式会社ビームスと連携し、新たな「ひと・もの・しごと」づくり
を支援し、「稼ぐ力」を新たに生み出し、強化します。

※4『B』ⅰ（フォー・ビー・アイ）：本事業の実行を担う主メンバーの頭文字を取り、”4『B』ｉ”プロジェクトとして取り組む。
【『BEPPU（別府市） × BEAMS（株式会社ビームス）× BEPPU PROJECT × B-biz LINK』 Innovation】

起業・創業、新しい「もの」づくりを目指す事業者の卵や既存事業者が集い、様々な人材や事業者が協働し、付加価値を生み出し、また、関連する
様々な支援を受けられる拠点（「場」）として、コラボレーション・プラットフォームを設置

本市に既に存在するヒト・モノ・サービスを題材に、本市を拠点にアート事業やアートイベントで実績のあるBEPPU・PROJECT、日本を代表するセレク

トショップであり、カルチャー発信源である株式会社ビームスが、その創造力、情報発信力等を生かして、協働で商品開発や魅力向上のプロ
デュースを行うようなクリエイティブ・ラボ機能を具備し、実働させることで、魅力の洗練と新たな付加価値の向上を目指すための取組

起業・創業、ものづくり、新規事業を考え、思い、目指す事業者の卵や既存事業者に対して、インキュベーションマネージャーや金融機関、大学等
とも連携し、セミナーの開催を重ね、事業に偏りのない幅の広い業種において、スタートアップできる環境整備と実効性のある支援の取組

本事業でプロデュースや商品開発したものや既存の本市の地域資源等を情報発信強化を図ることで、国内外の新たな層の関心を獲得し、来訪
数増加に向けた新たなターゲット層の開拓するための取組

①コラボレーション・プラットフォームの設置

②「稼ぐ力」の強化に向けた新たな「ものづくり」の支援

③「稼ぐ力」の強化に向けた新たな「しごとづくり」の支援

④新たなターゲット層の来訪者の開拓

担当課：ＤＭＯ推進室



(款)03(項)02(目)03(事業)1084

介護保険施設等整備費補助金 補正額 30,192千円 担当課：高齢者福祉課
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国の平成27年度補正予算の地域介護・福祉空間整備等施設整備交付金及び地域介護・福祉空間整備推進交付金を活用し、

事業者が行う介護予防・生活支援拠点センターの整備に対し補助を行います。

内 容

事 業 内 容

隣接する子育て支援センターの利用者との異年齢交流や介護予防の健康づくり教室など、高齢者が「生きがい」を持った社会

参加や、自主的に目的をもって外出できるような仕組みを企画し、心身ともに元気に生活できる支援を行うための拠点となる介

護予防・生活支援拠点センターを整備する。

実 施 事 業 者 地域子育て支援センター「にじのひろば」運営委員会

開 設 場 所 別府市光町（地域子育て支援センター「にじのひろば」隣）

(款)03(項)03(目)01(事業)0293

児童健全育成に要する経費 補正額 4,726千円 担当課：児童家庭課

放課後児童クラブ「光の園子どもクラブ」（緑丘幼稚園、小学校児童を受入）の入所申込数が定員45人を大幅に上回ったため、7

月から「第2光の園子どもクラブ（仮称）」を設置します。

【別府市の児童クラブ数】

当初予算額 補正予算額 補正後予算額

児 童 ク ラ ブ 数 27クラブ 1クラブ 28クラブ



(款)03(項)03(目)01(事業)1128

子育て世帯住宅改修助成に要する経費 補正額 3,750千円 担当課：児童家庭課
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○三世代同居リフォーム支援事業費補助金 3,750千円（補助率 1/2 1戸上限750千円×5世帯）

・県支出金(大分県子育て・高齢者世帯ﾘﾌｫｰﾑ支援事業費補助金)   1,875千円（補助率 1/2）

・一般財源 1,875千円

大分県子育て・高齢者世帯リフォーム支援事業に創設された「三世代同居支援型事業」を活用し、三世代同居による子育て及

び世代間支援を図るため、三世代同居のための住宅改修に係る工事費等に対し補助を行います。

次の１～４の要件を全て満たす工事が対象

１ 世 帯 要 件 18歳未満の子どもを含む三世代以上で構成される世帯（出産や転居等により申請日以降に三世代同居予定となる世帯を含む）

２ 住 宅 要 件
大分県内にある既存住宅で行う工事（既存住宅を購入する場合を含む）
ただし、昭和56年5月以前に建てられた一戸建ての木造住宅にあっては、本事業におけるリフォーム完了後まで耐震性を有するも
のとする。

３ 工 事 要 件

次の（１）を満たす工事（合わせて行う（２）～（５）を含む）及び当該工事に係る調査及び設計料を含む）
（１）三世代が同居するために行う以下の要件を満たす工事

①玄関、②トイレ、③浴室、④キッチンの4つの部位のうち1部位以上を増設し、増設後2部位以上が複数となる工事
（２）世帯を仕切るために間仕切り壁やドアを設置（移設を含む）する工事
（３）省エネ改修工事
（４）その他知事等が認める工事 （５）宅内配管設備工事（（１）に伴う工事及び合併浄化槽設置に伴うものに限る）

４ 施行者要件
次のうちの一つに該当する施行者が行う工事
（１）大分県内に本店を有する法人、（２）大分県内に住民票がある個人



(款)03(項)03(目)02(事業)0295

保育所入所に要する経費 補正額 25,200千円 担当課：児童家庭課
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○保育所等におけるＩＣＴ化の推進（保育業務支援システム導入） 23,000千円（補助率 10/10   1園上限1,000千円×23園）

○事故防止等のためのビデオカメラの導入 2,200千円（補助率 10/10 1園上限 100千円×22園）

・国庫支出金（保育対策総合支援事業費補助金） 18,900千円（補助率 3/4）

・一般財源 6,300千円

国の平成27年度補正予算の保育対策総合支援事業費補助金を活用して「保育所等におけるＩＣＴ化の推進」・「事故防止等のた

めのビデオカメラの導入」を行う市内の私立認可保育所及び幼保連携型認定こども園に対し補助を行います。

項 目 目 的 対象経費 その他

保 育 所 等 に お け る
Ｉ Ｃ Ｔ 化 の 推 進
（ 保 育 業 務 支 援
シ ス テ ム の 導 入 ）

保育士の業務負担となっ
ている書類作成等業務に
ついて保育業務支援シス
テムの導入により、負担
の軽減を図る

保育業務支援システム導
入のために必要な

購入費、リース料、保守料、
工事費、通信費

以下の機能は必ず搭載していること

▽指導計画、保育日誌作成機能等と連動し
た園児台帳の作成・管理機能
▽園児台帳と連動した指導計画の作成機能

▽園児台帳や指導台帳と連動した保育日誌
の作成機能

事故防止等のための
ビデオカメラの導入

ビデオカメラ設置により事
故防止や事故後の検証
体制強化を図る

ビデオカメラ設置のために
必要な

購入費、リース料、保守料、
工事費

▽子どもが食事・午睡を行う場所やプールな
ど、事故が起きやすい場所に設置すること
▽防犯を目的としたものは対象外



(款)03(項)05(目)01(事業)0309

災害救助に要する経費 補正額 65,800千円 担当課：社会福祉課
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平成２８年４月に発生した地震により被災した市民に対し、被害の程度に応じた災害見舞金及び災害被災者住宅再建支援金を

支給します。（対象は現に居住していた住宅）

【【【【災害見舞金災害見舞金災害見舞金災害見舞金】】】】

区分 金額

全壊 50千円

半壊 30千円

【【【【災害被災者住宅再建支援金災害被災者住宅再建支援金災害被災者住宅再建支援金災害被災者住宅再建支援金】】】】

区分 支給区分／住居確保状況／世帯状況 金額

全壊

基礎分
単数世帯（単身世帯） 750千円

複数世帯（世帯員が2人以上） 1,000千円

加算分

対象者が住宅を
建設、購入

単数世帯 1,500千円

複数世帯 2,000千円

対象者が住宅を
補修

単数世帯 750千円

複数世帯 1,000千円

対象者が住宅を
賃借

単数世帯 375千円

複数世帯 500千円

半壊

基礎分
単数世帯 375千円

複数世帯 500千円

加算分

対象者が住宅を
建設、購入、補修

単数世帯 600千円

複数世帯 800千円

対象者が住宅を
賃借

単数世帯 375千円

複数世帯 500千円

○災害見舞金 21,240千円 （半壊708件）

○災害被災者住宅再建支援金 43,900千円 （全壊5件、半壊28件）

○通信運搬費 660千円 ,

・県支出金（住宅再建支援事業費補助金）21,950千円 （補助率 1/2）

・一般財源 43,850千円

区分 認定基準

災害見舞金
全壊 住宅の5割以上が被災

半壊 住宅の1割以上が被災

災害被災者住宅
再建支援金

※※※※りりりり災証明災証明災証明災証明
によるによるによるによる認定認定認定認定

全壊
住宅の損壊した部分の延床面積が7割以上 又は
住宅の主要な構成要素の経済的被害が5割以上

半壊
住宅の損壊した部分の延床面積が2割以上7割未満 又は
住宅の主要な構成要素の経済的被害が2割以上5割未満

※重複支給なし
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担当課：学校教育課

社会福祉等の専門的な知識や技能を持つスクールソーシャルワーカーを配置し、家庭、友人関係、地域、学校等の児童生
徒が置かれている環境を改善することにより、いじめ・不登校の解消、確かな学力や体力の向上を図ります。

(款)11(項)01(目)05(事業)1267

スクールソーシャルワーカー活用に要する経費 補正額1,044千円

○勤務場所：別府市総合教育センター（1名配置）
○勤務形態：1日6時間、週3回、年間32週（7月～3月）

担当課：別府商業高等学校
(款)11(項)04(目)01(事業)1268

閉校記念事業に要する経費 補正額2,000千円

平成29年3月に閉校する別府商業高等学校の閉校記念事業を実施します。

○閉校式典
○閉校記念行事
○閉校記念誌・新聞の発行
○閉校記念講演
○横断幕・ポロシャツの作成

9月 第3回実行委員会
10月下旬 記念講演（文化祭内）
12月 第4回実行委員会
3月上旬 卒業式・閉校式典

担当課：教育総務課
小学校の空調整備に要する経費・幼稚園の空調整備に要する経費

債務負担行為

来年度予定の小学校及び幼稚園のエアコン設置が熊本地震の影響で完成の遅れが懸念されるため、債務負担行為を設定
し、早期に準備に着手します。

○ 小学校 限度額 1,025,371千円（Ｈ28～39年度）［追加］
○ 幼稚園 限度額 57,530千円（Ｈ28～39年度）［補正］
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担当課：生涯学習課

○印刷製本費 2,171千円
遺跡調査結果報告書 300冊

○文化財修復費補助金 374千円
県指定史跡 2件
市指定文化財 1件

(款)11(項)06(目)07(事業)1009

文化財に要する経費 補正額2,545千円

実相寺古墳群を国指定史跡として指定を受けるために必要な遺跡調査報告書を作成します。また、4月16日に発生した熊
本地震により、被害が生じた県指定及び市指定文化財の修復に対して補助します。

担当課：生涯学習課

重要文化的景観整備事業委託料 11,577千円

(款)11(項)06(目)07(事業)1050

湯けむり景観保存に要する経費 補正額11,577千円

4月16日に発生した熊本地震により被災した湯の花小屋を復旧します。



(款)12(項)02(目)02(事業)0699

災害復旧に要する経費 補正額 104,984千円 担当課：農林水産課

12

測量設計等委託料 984千円

災害復旧工事費 104,000千円 （うち農地64件、農業用施設13件：94,000千円、林道1件： 10,000千円）

合 計 104,984千円

平成２８年４月１６日に発生した熊本地震により被災した農林業施設等を復旧させる事業費を計上しています。

(款)01(項)01(目)02(事業)3411

施設改修に要する経費 補正額 58,400千円 担当課：競輪事業課

競輪事業特別会計

(単位：千円)

年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 合 計

概算額 16,500千円 78,311千円 427,540千円 522,351千円

内容 実施設計
（当初予算）解体工事
（ 6月補正）建築工事

建築工事 平29年9月竣工予定

築47年を経過し、老朽化した選手管理棟の建替工事を実施します。（平成28年・29年度）


